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ま え が き

青森県財政事情の公表は､ 県民の皆様に県財政の状況を広く知っていただくために､ 毎年２回行っている

ものです｡

今回は､ 平成13年度決算並びに平成14年度上半期 (平成14年度９月補正まで) の予算及びその執行状況な

どについて､ そのあらましを御説明いたします｡

この公表を通じ､ 県民の皆様におかれましては､ 県の財政運営の実態を御理解いただき､ 県勢発展のため

に一層の御協力をお願いいたします｡

平 成 14 年 12 月

青 森 県 知 事 木 村 守 男
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第１ 平成13年度決算について

一 一般会計決算

平成13年度の本県財政は､ 多額の県債残高を抱えながら､ 自主財源が少ないといった､ 財政構造のぜい

弱さが依然として続いており､ 加えて､ 県債管理基金などの基金の残高も減少を続けている中で､ 経済の

活性化を図るための施策や新青森県長期総合プランを着実に推進するための諸施策など､ 緊急かつ重要な

課題への積極的な取組を推進しつつ､ 併せて ｢青森県中期財政見通し｣ を踏まえ､ ｢施策の選択と重点化｣

を重視しながら健全財政の確保を基本方針として財政運営に当たりました｡

その結果､ 平成13年度の一般会計歳入歳出決算額は､ 第１表のとおりで､ 歳入が9,397億571万２千円､

歳出が9,284億1,226万４千円､ 差引き112億9,344万８千円の黒字となりました｡ また､ この歳入歳出差引

額 (形式収支) から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した実質収支は､ 15億4,955万７千円の黒字となり､

この実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は､ １億1,195万８千円の赤字となりました｡

さらに､ 平成13年度における実質的黒字要因である財政調整基金への積立額3,291万４千円と実質的な

赤字要因である財政調整基金の取崩額20億円を調整した後の実質単年度収支は､ 20億7,904万５千円の赤

字となりました｡
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(第１表)

一般会計歳入歳出決算規模の推移
(単位：円)

区分

年度
歳入決算額

Ａ
歳出決算額

Ｂ

歳入歳出差引額
Ａ－Ｂ

Ｃ

翌年度へ繰り
越すべき財源

Ｄ

実 質 収 支
Ｃ－Ｄ

Ｅ
単 年 度 収 支
(当該Ｅ－前年度Ｅ)

平成４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

708,998,472,307

784,121,177,761

807,245,934,961

800,765,491,870

820,447,608,801

848,565,497,276

916,217,847,329

948,360,053,538

966,689,274,805

939,705,711,806

705,713,723,084

777,648,406,302

801,326,127,653

793,301,726,627

812,918,023,934

842,138,258,109

903,987,034,036

937,998,478,336

952,684,405,414

928,412,263,899

3,284,749,223

6,472,771,459

5,919,807,308

7,463,765,243

7,529,584,867

6,427,239,167

12,230,813,293

10,361,575,202

14,004,869,391

11,293,447,907

2,146,620,383

5,151,030,563

4,153,790,198

6,205,168,098

6,126,339,343

4,939,528,014

10,500,755,336

8,349,644,635

12,343,353,986

9,743,890,468

1,138,128,840

1,321,740,896

1,766,017,110

1,258,597,145

1,403,245,524

1,487,711,153

1,730,057,957

2,011,930,567

1,661,515,405

1,549,557,439

△60,661,358

183,612,056

444,276,214

△507,419,965

144,648,379

84,465,629

242,346,804

281,872,610

△350,415,162

△111,957,966
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○
歳

入

(第
２
表
)

平
成
13
年
度
一
般
会
計
歳
入
決
算
額

(単
位
：
円
)

区
分

予
算

現
額

調
定

額
収

入
済

額
収
入
未
済
額

予
算
現
額

に
対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

調
定
額
に

対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

１
県

税

２
地

方
消

費
税

清
算

金

３
地

方
譲

与
税

４
地

方
特

例
交

付
金

５
地

方
交

付
税

６
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

７
分

担
金

及
び

負
担

金

８
使

用
料

及
び

手
数

料

９
国

庫
支

出
金

10
財

産
収

入

11
寄

附
金

12
繰

入
金

13
繰

越
金

14
諸

収
入

15
県

債

合
計
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第１図

歳 入 決 算 の 構 成 内 訳

(注) 県が自ら徴収又は収納できるものが自主財源であり､ 国から定められた額を交付されたり､ 割り当

てられるのが依存財源です｡
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分担金及び負担金
136億52百万円
(1.5％)

使用料及び手数料
108億79百万円
(1.2％)

地方消費税清算金
264億41百万円
(2.8％)

県税
1,304億94百万円
(13.9％)

諸収入
1,130億34百万円
(12.0％)

繰入金
172億７百万円
(1.8％)

その他
163億17百万円
(1.7％)

自主財源
3,280億24百万円
(34.9％)

歳 入 合 計

9,397億６百万円

(100％)

県債
1,338億82百万円
(14.2％)

地方交付税
2,722億64百万円
(29.0％)

依存財源
6,116億82百万円
(65.1％)

国庫支出金
2,015億62百万円
(21.4％)

地方譲与税､ 地方特例
交付金及び交通安全
対策特別交付金
39億74百万円 (0.5％)
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○ 歳 出

(第３表)

平成13年度一般会計歳出決算額
(単位：円)

区 分
予 算 現 額 支 出 済 額

金 額 構成比 金 額 執行率 構成比

１ 議 会 費

２ 総 務 費

３ 民 生 費

４ 環 境 保 健 費

５ 労 働 費

６ 農 林 水 産 業 費

７ 商 工 費

８ 土 木 費

９ 警 察 費

10 教 育 費

11 災 害 復 旧 費

12 公 債 費

13 諸 支 出 金

14 予 備 費

合 計
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第２図

歳 出 決 算 の 構 成 内 訳
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議会費
14億55百万円
(0.1％)

諸支出金
339億81百万円
(3.7％)

総務費
435億51
百万円
(4.7％)

災害復旧費
43億48百万円
(0.5％)

環境保健費
253億23百万円
(2.7％)

公債費
1,041億15
百万円
(11.2％)

民生費
712億66百
万円
(7.7％)

労働費
95億８百万円
(1.0％)

歳 出 合 計

9,284億12百万円

(100％)

農林水産業費
1,383億12百万円
(14.9％)

教育費
1,809億円
(19.5％)

商工費
944億95百万円
(10.2％)

土木費
1,850億92百万円
(19.9％)

警察費
360億66百万円
(3.9％)



二 特別会計決算

県が特定の事業を行う場合に､ 特定の歳入をもって特定の歳出に充て､ 一般会計の歳入歳出と区分して

その経理を明確にするために設けられているのが特別会計であり､ 平成13年度においては､ 12の特別会計

がありました｡

特別会計の平成13年度の歳入決算額は､ 344億1,881万５千円で､ 前年度の367億3,312万９千円と比較し

て､ 23億1,431万４千円､ 6.3％の減となり､ 歳出決算額は､ 285億8,989万２千円で､ 前年度の315億5,604万

８千円と比較して､ 29億6,615万６千円､ 9.4％の減となりました｡

― ―9



― ―10

区
分

予
算

現
額

調
定

額
収

入
済

額
収
入
未
済
額

予
算
現
額

に
対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

調
定
額
に

対
す
る

収
入
済
額

の
比
率

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

金
額

構
成
比

１
肢
体
不
自
由
児
施
設
特
別
会
計

２
港
湾
整
備
事
業
特
別
会
計

３
証

紙
特

別
会

計

４
管

理
特

別
会

計

５
公
共
用
地
先
行
取
得
事
業
特
別
会
計

６
下

水
道

事
業

特
別

会
計

７
地
下
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

８
母
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

９
小
規
模
企
業
者
等
設
備
導
入
資
金
特
別
会
計

10
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計

11
林
業
改
善
資
金
特
別
会
計

12
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計

合
計
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入

(第
４
表
)

平
成
13
年
度
特
別
会
計
歳
入
決
算
額

(単
位
：
円
)
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○ 歳 出

(第５表)

平成13年度特別会計歳出決算額
(単位：円)

区 分
予 算 現 額 支 出 済 額

金 額 構成比 金 額 執行率 構成比

１ 肢 体 不 自 由 児 施 設 特 別 会 計

２ 港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計

３ 証 紙 特 別 会 計

４ 管 理 特 別 会 計

５ 公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 特 別 会 計

６ 下 水 道 事 業 特 別 会 計

７ 地 下 駐 車 場 事 業 特 別 会 計

８ 母 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計

９ 小規模企業者等設備導入資金特別会計

10 農 業 改 良 資 金 特 別 会 計

11 林 業 改 善 資 金 特 別 会 計

12 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 特 別 会 計

合 計
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三 決算分析

本県の会計は､ 一般会計と特別会計とに分かれていますが､ 両会計の間には､ 相互に､ 財源の繰出し､

繰入れ等があることから､ 決算分析等では､ 県財政の全体を的確に把握することができるようにするため､

このような財源のやりとりを整理した上で合算し､ 普通会計として取りまとめることにしています｡

一般会計と普通会計の規模について歳出決算額で比較すると､ 第３図のとおりとなります｡

第３図

一般会計と普通会計の歳出決算額年次別比較

� 歳 入

普通会計歳入決算額を財源別に区分してみた年次別の推移は､ 第６表のとおりです｡

― ―12

�

(年度)
平成
５

一般会計
7,776億4,840万円
■■■■■■■■7,867億9,728万円 普通会計

６
8,013億2,612万円
■■■■■■■■8,080億1,263万円

７
7,933億172万円
■■■■■■■■7,855億5,606万円

８
8,129億1,802万円
■■■■■■■■8,158億4,971万円

９
8,421億3,826万円
■■■■■■■■8,423億8,485万円

10
9,039億8,703万円
■■■■■■■■8,948億5,497万円

11
9,379億9,848万円
■■■■■■■■9,264億2,947万円

12
9,526億8,441万円
■■■■■■■■9,443億7,692万円

13
9,284億1,226万円
■■■■■■■■9,196億2,271万円

1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000 10,000
(億円)
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区
分

平
成
９
年
度

平
成
10
年
度

平
成
11
年
度

平
成
12
年
度

平
成
13
年
度

決
算
額

構
成
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

１
県

税

２
地

方
譲

与
税

３
地
方
特
例
交
付
金

４
地

方
交

付
税

５
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

６
分
担
金
及
び
負
担
金

７
使

用
料

８
手

数
料

９
国

庫
支

出
金

10
財

産
収

入

11
寄

附
金

12
繰

入
金

13
繰

越
金

14
諸

収
入

15
県

債

合
計
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(第
６
表
)

普
通
会
計
歳
入
決
算
額
の
年
次
別
推
移

(単
位
：
百
万
円
)



地方税については､ 県民税が利子割において郵便貯金利子が高金利時代に預け入れられた定額貯金の

集中的な満期を過ぎたため減少に転じたこと等により5.7％の減､ 事業税が､ 金融業が前年度を大幅に

下回ったほか､ 建設業､ 製造業が前年度を下回ったことにより7.9％の減となりましたが､ 青森県核燃

料物質等取扱税が事業の進捗に加え条例の実施期間の満了による課税対象期間の増加に伴い139.9％の

大幅な増となったことにより､ 地方税全体では1.5％の増となりました｡

しかし､ 地方交付税が基準財政需要額の一部が臨時財政対策債に振り替えられたこと等により5.3％

の減､ 国庫支出金が農林水産業､ 災害復旧費を中心に6.6％の減､ 繰入金が県債管理基金からの繰入の

減等により32.8％の大幅な減､ 地方債が新むつ小川原㈱の出資金に充てた出資債の皆減等により3.9％の

減となったこと等により､ 歳入全体では2.8％の減となりました｡

なお､ 歳入について､ 使途が特定されている特定財源と特定されていない一般財源とに区分する方法

及び県が自ら調達する自主財源と国から交付されたり､ 割り当てられる依存財源とに区分する方法によっ

て､ その構成割合の推移を見ると､ 第７表のとおりとなっています｡

� 歳 出

普通会計歳出決算額を性質別に区分してみた年次別の推移は､ 第８表のとおりです｡
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(第７表)

一般財源と特定財源､ 自主財源と依存財源の構成比較の推移
(単位：％)

年 度 一 般 財 源 特 定 財 源 自 主 財 源 依 存 財 源

平 成 ５

６

７

８

９

10

11

12

13

51.2

49.7

51.5

51.7

52.3

50.6

51.4

50.8

52.1

48.8

50.3

48.5

48.3

47.7

49.4

48.6

49.2

47.9

24.8

25.4

27.3

29.5

32.3

33.7

33.6

33.0

34.8

75.2

74.6

72.7

70.5

67.7

66.3

66.4

67.0

65.2
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区
分

平
成
９
年
度

平
成
10
年
度

平
成
11
年
度

平
成
12
年
度

平
成
13
年
度

決
算
額

構
成
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

決
算
額

構
成
比

対
前
年

度
比

１
人

件
費

２
物

件
費

３
扶

助
費

４
補

助
費

等

５
維

持
補

修
費

６
普
通
建
設
事
業
費

７
災
害
復
旧
事
業
費

８
失
業
対
策
事
業
費

９
公

債
費

10
積

立
金

11
出

資
金

12
貸

付
金

13
繰

出
金

合
計
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(第
８
表
)

普
通
会
計
歳
出
決
算
額
の
年
次
別
推
移

(単
位
：
百
万
円
)



歳出決算の主なものについて増減の状況を見ると､ 人件費については､ 平成12年度と同様に､ 給与改

定が行われず､ 期末手当及び勤勉手当の減 (△0.05月) により職員給のうちその他の手当が0.4％の減と

なったものの､ 退職手当の増により人件費全体では0.7％の増となりました｡

普通建設事業費については､ 補助事業費が農林水産関係費の減等により7.5％の減､ 単独事業費が県

立施設の建築費等の減により3.2％の減となり､ 全体では前年度に比較して5.1％の減となりました｡

また､ 災害復旧費については､ 災害発生が少なかったことから69.6％の大幅な減となりました｡

このほか､ 補助費等が介護保険給付費県負担金の増等により1.2％の増､ 貸付金が青森県信用保証協

会貸付金等の増により10.3％の増となりましたが､ 積立金が県債管理基金積立金等の減により､ 43.0％

の減､ 出資金が新むつ小川原㈱出資金の皆減により76.6％の大幅な減となったこと等により､ 歳出全体

では前年度に比較して2.6％の減となりました｡

なお､ 歳出決算額を義務的経費､ 投資的経費及びその他の経費の三つに分類してその構成比率を見ま

すと､ 第４図のとおりとなります｡

第４図

普通会計歳出決算額の性質別構成比較
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四 主な財政指標の状況

地方公共団体が社会経済や行政需要の変化に適切に対応していくためには､ 財政構造の弾力性が確保さ

れなければなりません｡

財政分析において財政構造の弾力性の度合いを判断する指標として､ 主な財政指標の項目の推移を示し

ました｡

平成12年度までの状況を見ると､ 経常収支比率､ 公債費負担比率､ 起債制限比率の指標の全国順位は､

近年､ 改善しつつあるものの､ これは､ 全国的な地方財政危機の進行が本県のそれを上回っていることに

よる相対的なものであり､ 各種の財政指標自体は､ 平成４年度以降､ 悪化の度合いを強めてきていること

から､ 今後､ 中長期的展望に立った､ 財政の健全化・対応力の回復を図っていく必要があると考えていま

す｡

○ 経常収支比率の状況
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経常収支比率
経常収支比率は､ 地方公共団体の財政構造の弾力性を計る指標であり､ 地方税､ 普通交付税を中心とする毎年度
経常的に収入される一般財源 (経常一般財源) が､ 人件費､ 扶助費､ 公債費などのように毎年度恒常的に支出され
る経費 (経常的支出) にどの程度充当されているかを示す割合です｡
本県の平成13年度決算における経常収支比率は､ 平成12年度より6.5ポイント増加し､ 92.4％となっています｡

本県

全国

( )は下から
の全国順位

平成４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13

(％)
100

95

90

85

80

75

70

65

60

経 常 収 支 比 率

74.3

79.4
83.1

83.9 83.7

88.3

90.5

76.0(15) 77.9(23)

83.2(22)
84.7(18)

86.0(12)

88.5(20)

88.5(29) 86.6
87.7

87.2(24)

85.9(23)

92.4

(年度)



○ 公債費負担比率の状況
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公債費負担比率
公債費負担比率は､ 地方公共団体の財政構造の弾力性を公債費による財政負担の観点から計る指標で､ 一般財源
総額のうち､ 公債費にどの程度の一般財源が充当されているかを示す割合です｡
本県の平成13年度決算における公債費負担比率は､ 21.1％と前年度に比べ1.8ポイント増加しています｡

本県

全国

( )は下から
の全国順位

公 債 費 負 担 比 率(％)
22.0

20.0

18.0

16.0
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8.0

6.0

4.0
平成４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13

14.5(15)
14.9(11)

16.5(7) 16.6(10)

17.5(10)
17.2(17) 17.4(21)

11.7
11.2

13.1
13.7

14.7

16.1

17.1

21.1

18.5

18.7(21) 19.2

19.3(23)

(年度)



○ 起債制限比率の状況

― ―19

起債制限比率
起債制限比率は､ 地方債の元利償還金に充当された一般財源のうち地方交付税で措置されるものを除いたものの
標準財政規模に対する割合を示すもので､ この指標が20％以上になれば地方債の発行が制限されます｡
本県の平成13年度決算における起債制限比率は12.2％と前年度に比べ0.1ポイント増加しています｡

本県

全国

( )は下から
の全国順位

平成４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13

(％)
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14.0(3)
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12.2(19)
12.8(8)

9.1
9.5

10.0 10.3 10.5 10.7
11.1

11.7

12.2

12.1(26)

12.2

(年度)



○ 財政力指数の状況
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財政力指数
財政力指数は､ 地方公共団体の財政力を表す指標であり､ ｢１｣ に近く､ また ｢１｣ を超えるほど財源に余裕が

あることを示しています｡
本県の平成12年度決算における財政力指数は0.252と前年度を0.012下回っています｡
なお､ 平成12年度の全国の状況は下記のとおりとなっており､ 本県は ｢Ｅ｣ グループに位置しています｡

財政力指数の状況

財政力指数 所 属 団 体 団体数

Ｂ１ 0.700～1.000 愛知県､ 神奈川県､ 大阪府 3

Ｂ２ 0.500～0.700
静岡県､ 埼玉県､ 千葉県､ 兵庫県､ 京都府､
福岡県､ 茨城県､ 群馬県､ 栃木県

9

Ｃ 0.400～0.500
宮城県､ 三重県､ 広島県､ 滋賀県､ 岐阜県､
長野県､ 岡山県､ 福島県､ 新潟県､ 石川県

10

Ｄ 0.300～0.400
山口県､ 香川県､ 富山県､ 北海道､ 福井県､
愛媛県､ 奈良県､ 熊本県､ 山梨県

9

Ｅ 0.300未満

山形県､ 大分県､ 佐賀県､ 鹿児島県､
岩手県､ 青森県､ 長崎県､ 和歌山県､
宮崎県､ 徳島県､ 秋田県､ 沖縄県､ 鳥取県､
島根県､ 高知県

15

計 46

� グループの編成は､ 平成10年度から12年度までの財政力指数による｡

� 東京都は含めていない｡

財政力指数 (小数点４位以下切捨て)

本県

全国
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第２ 平成14年度上半期の予算補正について

一 一般会計予算

平成14年度当初における予算総額は､ 8,701億7,500万円でしたが､ その後2月の第229回定例会におい

て予算補正 (追加提案) を行ったことにより､ 補正後の予算総額は8,696億95万４千円となっています｡

今期 (平成14年４月から平成14年９月まで) は､ その後の予算補正事由に基づき､ ６月の第230回定

例会及び９月の第231回定例会においてそれぞれ予算補正を行ったほか､ 知事の専決処分 (専決第１号

及び２号) を行ったことにより､ 上半期予算総額は8,805億8,582万２千円となり､ 前年度上半期末予算

総額と比較すると3.2％の減となっています｡

今期における予算補正の状況及び９月補正後の性質別歳出予算の状況は､ 第９表から第11表までのと

おりです｡
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区
分

平
成
14
年
度

現
計
予
算
額

今
期

補
正

平
成
14
年
度
上
半
期
末

平
成
13
年
度
上
半
期
末

比
較

第
２
３
０
回

定
例
会

専
決
第
１
号

(1
4.
７
.2
6)

専
決
第
２
号

(1
4.
８
.1
9)

第
２
３
１
回

定
例
会

予
算
額 Ａ

構
成
比

予
算
額 Ｂ

構
成
比

Ａ
－
Ｂ Ｃ

Ｃ ― Ｂ

補
正
第
２
号

補
正
第
３
号

１
県

税

２
地
方
消
費
税
清
算
金

３
地

方
譲

与
税

４
地
方
特
例
交
付
金

５
地

方
交

付
税

６
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

７
分
担
金
及
び
負
担
金

８
使
用
料
及
び
手
数
料

９
国

庫
支

出
金

10
財

産
収

入

11
寄

附
金

12
繰

入
金
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繰

越
金

14
諸

収
入

15
県

債

歳
入

合
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区
分

平
成
14
年
度

現
計
予
算
額

今
期

補
正

平
成
14
年
度
上
半
期
末

平
成
13
年
度
上
半
期
末

比
較

第
２
３
０
回

定
例
会

専
決
第
１
号

(1
4.
７
.2
6)

専
決
第
２
号

(1
4.
８
.1
9)

第
２
３
１
回

定
例
会

予
算
額 Ａ

構
成
比

予
算
額 Ｂ

構
成
比

Ａ
－
Ｂ Ｃ

Ｃ ― Ｂ

補
正
第
２
号

補
正
第
３
号

１
議

会
費

２
総

務
費

３
民

生
費

４
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境
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健
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５
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働
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６
農
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産
業
費

７
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工
費

８
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木
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９
警

察
費
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教

育
費

11
災

害
復

旧
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公

債
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諸

支
出

金
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予

備
費

歳
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合
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(第11表)

性 質 別 歳 出 予 算 の 状 況
(単位：千円)

区 分

平成14年度上半期末 平成13年度上半期末 比 較

予 算 額
Ａ

構成比 予 算 額
Ｂ

構成比 Ａ － Ｂ
Ｃ

Ｃ
―
Ｂ

１ 人 件 費

２ 物 件 費

３ 維 持 補 修 費

４ 扶 助 費

５ 補 助 費 等

６ 普 通 建 設 事 業 費

� 補 助 事 業 費

� 単 独 事 業 費

� 国 直 轄 事 業 負 担 金

� 受 託 事 業 費

７ 災 害 復 旧 事 業 費

� 補 助 事 業 費

� 単 独 事 業 費

� 国 直 轄 事 業 負 担 金

８ 公 債 費

９ 積 立 金

10 出 資 金

11 貸 付 金

12 繰 出 金

13 予 備 費

合 計
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○ 補正予算の概要

� 第230回定例会 (平成14年６月)

にんにくの萌芽抑制剤が販売中止となったことに対処し､ 周年安定出荷により全国一となっている

県産にんにくの産地の維持安定を図るため､ にんにくの萌芽を抑制する施設の整備､ 借上げや消費宣

伝活動等に対する助成に要する経費､ 生産者の技術対策や販売対策を支援する ｢青森県にんにく緊急

対策会議｣ の運営に要する経費､ 萌芽抑制技術確立のための試験研究に要する経費等について､ 所要

の予算措置を講じました｡

(予算計上の内容)
(単位：千円)

(農林水産部)

にんにく産地維持安定緊急対

策事業費

618,483 にんにくの萌芽抑制剤の販売中止に対処し､ 県産に

んにくの周年出荷体制を堅持し､ 産地の維持安定を図

るための総合的な支援を行うのに要する経費

にんにく萌芽抑制技術確立試

験研究費

2,770 薬剤を用いず効果的で経済的なにんにくの萌芽抑制

技術を確立するための試験研究に要する経費

� 専決第１号 (平成14年７月26日)

青森県議会議員東津軽郡選挙区において定数１名に対し１名の欠員が生じたことから､ 公職選挙法

第113条第１項第５号の規定により､ 青森県議会議員の補欠選挙を行うために要する経費及び本県の

平成13年産りんごの平均販売価格が大きく低下したことから､ 果樹経営安定対策事業により､ 生産者

に対し､ 速やかに補てん金を交付するための交付準備金の造成に要する経費ついて､ 所要の経費を講

じました｡
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(予算計上の内容)
(単位：千円)

(選挙管理委員会)

県議会議員選挙費 34,958 青森県議会議員選挙 (東津軽郡選挙区補欠選挙) に

要する経費

(農林水産部)

果樹経営安定対策事業費補助 318,974 果樹需給調整対策事業を実施してもなお､ りんごの

価格が大きく低下した際に､ 生産者に交付する補てん

金の造成に要する経費に対する補助

� 専決第２号 (平成14年８月19日)

平成14年８月10日から12日にかけての前線による大雨災害に速やかに対処するため､ 樹冠浸水りん

ご園地の復旧のための助成に要する経費について､ 所要の予算措置を講じました｡

(予算計上の内容)
(単位：千円)

(農林水産部)

樹冠浸水りんご園地復旧緊急

対策事業費補助

19,812 樹冠浸水により被害を受けたりんご園地の復旧に要

する経費に対する補助

� 第231回定例会 (平成14年９月)

公共事業及び国庫補助事業等について､ 国からの割当見込額に基づき事業費の補正を行うとともに､

当初予算編成後の事態の推移等に対処し､ 県民の行政への参画の推進と資金調達先の多様化を目的と

した住民参加型ミニ市場公募債 (愛称：青い森の県民債) の発行及び県民への広報に要する経費､ ダ

ム使用権設定予定者として参加している小川原湖総合開発事業からの撤退に伴い､ むつ小川原工業用

水道事業を清算するための既発行分の県債の繰上償還等に要する経費､ 東北新幹線八戸駅開業時にＪ

Ｒ東日本から経営分離される並行在来線の鉄道施設を取得・管理するのに要する経費､ 本県田子町及

び岩手県二戸市の県境における産業廃棄物不法投棄現場の周辺環境への汚染拡散防止対策に要する経

費､ むつ小川原地域への国際熱核融合実験炉 (ＩＴＥＲ) の誘致を推進するのに要する経費､ さらに

は､ 平成14年７月10日から11日にかけての台風第６号と梅雨前線による大雨災害並びに８月７日及び

８月10日から12日にかけての前線による大雨災害対策関連経費等について､ それぞれ所要の予算措置

を講じました｡
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(計上の主なもの)
(単位：千円)

(イベントプロジェクトチー

ム)

イベントプロジェクト推進費 5,819 県の政策目的を実現するための戦略的な手段である

各種イベントを部局横断的､ 重層的に展開するととも

に､ 企画立案から成果活用に至るまで､ 専門的知見と

経営視点を持って､ 青森県らしいイベントを効果的に

実施するのに要する経費

(総務部)

県債管理基金積立金 53,400 新むつ小川原株式会社に対する出資金の財源として

充当した県債の償還に備え､ 新むつ小川原株式会社か

らの出資払戻金を県債管理基金に積み立てるのに要す

る経費

住民参加型ミニ市場公募債発

行費

9,030 県民の行政への参画の推進と資金調達先の多様化を

目的とした住民参加型ミニ市場公募債の発行及び県民

への広報に要する経費

(総務部・商工観光労働部)

むつ小川原工業用水道事業の

清算に伴う県債の繰上償還等

に要する経費

9,246,577 ダム使用権設定予定者として参加している小川原湖

総合開発事業からの撤退に伴い､ むつ小川原工業用水

道事業を清算するための既発行分の県債の繰上償還等

に要する経費

(総務部・警察本部)

第５回アジア冬季競技大会関

連経費

198,962 第５回アジア冬季競技大会における皇室の方々の御

来県への対応に要する経費

(企画振興部)

青森県立三沢航空科学館 (仮

称) 開館準備費

29,070 青森県立三沢航空科学館 (仮称) の平成15年度の開

館に向けて､ 備品等を整備するのに要する経費

市町村合併協議会運営費補助 7,000 市町村建設計画の作成､ 電算システムの統合・構築､

条例・規則等の整備､ 住民への情報提供等を行う合併

協議会の運営経費に対する補助
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北東北交通ネットワーク形成・

都市連携モデル調査費

8,459 北東北の交通ネットワークの在り方及び都市連携モ

デルについて､ 市町村合併及び将来の北東北３県合体

も視野に入れて､ 調査・検討するのに要する経費

並行在来線鉄道施設事業費

(鉄道施設事業特別会計)

2,981,639

一般会計
から特別
会計への
繰出金
960,959

東北新幹線八戸駅開業時にJR東日本から経営分離

される並行在来線 (目時・八戸間) の鉄道施設を取得・

管理するのに要する経費

(環境生活部)

合併処理浄化槽整備費補助 66,228 市町村が行う合併処理浄化槽設置整備事業に要する

経費に対する補助

不法投棄防止対策事業費 57,929 本県田子町及び岩手県二戸市の県境における産業廃

棄物不法投棄による周辺環境への汚染拡散防止を図る

ため､ 原因者が講ずるべき生活環境保全上の支障の除

去等を県が原因者に代わり執行するのに要する経費

(商工観光労働部)

コミュニティ施設活用商店街

活性化事業費補助

11,566 空き店舗の解消と少子高齢社会への対応並びに商店

街の活性化を図るため､ 商店街の空き店舗を保育施設

(保育所分園) に改修するのに要する経費に対する補

助

青森中核工業団地工場等立地

促進費補助

債務負担
行為設定
額
30,000

青森中核工業団地への企業立地を促進するための立

地企業に対する補助

医療・福祉産業創出育成事業

費

7,400 医療､ 福祉関連産業の創出育成を図るための､ 利用

者ニーズ及び関連企業の技術ポテンシャル等の調査並

びにフォーラム等の開催に要する経費

ものづくりベンチャー・イン

キュベート事業費補助

4,173 ものづくり技術を活用した新規創業､ 新製品の開発

又は新分野への進出を促進するためのベンチャー企業

のインキュベート施設への入居経費に対する補助
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北東北・北海道ソウル合同事

務所 (仮称) 開設事業費

10,818 第５回北海道・北東北知事サミット合意事項に基づ

き､ ４道県が共同してソウルに観光分野を中心とした

海外経済交流拠点を開設するのに要する経費

ＩＴＥＲ誘致推進事業費 77,588

ほかに予
備費計上
18,970

むつ小川原地域への国際熱核融合実験炉 (ＩＴＥＲ)

の誘致を推進するのに要する経費

(農林水産部)

農業用使用済資材回収緊急特

別事業費補助

8,981 農業用廃プラスチックの処理費用の上昇による負担

の激変を緩和し､ その適正処理を促進するため､ 廃プ

ラスチック回収の助成に要する経費に対する補助

(県土整備部)

市町村合併支援道路整備事業

費

1,275,000 合併重点支援地域において合併を側面から支援する

ため､ 同地域内の中心地や公共施設等の拠点を連絡す

る道路､ 橋りょう等を整備するのに要する経費

青森空港整備特別事業費 56,000 青森空港の就航率改善の有効手段である計器着陸装

置等の高カテゴリー化を実施するために要する経費

(教育委員会)

八戸第一養護学校給食施設設

計費

6,700 八戸第一養護学校において早期に学校給食を開始す

るために必要な施設の設計に要する経費

青森県学生寮改修費補助 8,800 老朽化した ｢青森県学生寮｣ の改修に要する経費に

対する補助
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平成14年７月10日から11日に

かけての台風第６号と梅雨前

線による大雨災害対策関連経

費

201,584

既決予算
対応分
1,705,212

１ 災害公共事業費 既決予算
対応分
1,705,212

農林水産部 既決予算
対応分
733,212

現年発生林業災害復旧費 (7,094)

現年発生土地改良災害復旧費 (726,118)

県土整備部 既決予算
対応分
972,000

現年発生河川等災害復旧費

２ 国庫補助事業費 1,584

農林水産部 1,584 漁業協同組合共同利用施設災害復旧費補助

３ 県費単独事業費 200,000

農林水産部 2,000 漁港管理費

県土整備部 198,000 道路維持補修費ほか
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平成14年８月７日及び８月10

日から12日にかけての前線に

よる大雨災害対策関連経費

365,707

既決予算
対応分
2,635,632

１ 災害公共事業費 2,448

既決予算
対応分
2,571,582

農林水産部 2,448

既決予算
対応分
654,582

現年発生林業災害復旧費 2,448

(31,279)

現年発生土地改良災害復旧費 (623,303)

県土整備部 既決予算
対応分
1,917,000

現年発生河川等災害復旧費

２ 一般公共事業費 既決予算
対応分
53,200

農林水産部 既決予算
対応分
53,200

災害関連緊急治山事業費ほか

３ 県費単独事業費 363,259

既決予算
対応分
10,850

環境生活部 5,759 県民の森費

農林水産部 既決予算
対応分
10,850

自然災害防止事業費ほか

県土整備部 357,500 道路維持補修費ほか
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二 特別会計予算

平成14年度当初における予算総額は､ 1,393億5,363万７千円でしたが､ その後２月の第229回定例会に

おいて予算補正 (追加提案) を行ったことにより､ 補正後の予算総額は1,393億3,590万１千円となって

います｡

今期 (平成14年４月から平成14年９月まで) は､ その後の予算補正事由に基づき､ ９月の第231回定

例会において予算補正を行ったことにより､ 上半期予算総額は1,517億5,073万７千円となり､ 前年度上

半期末予算総額と比べると389.4％の増となっています｡

ちなみに､ 平成14年度に新設した青森県公債費特別会計を除くと5.8％の減となっています｡

今期における予算補正の状況は､ 第12表のとおりです｡
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公
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２
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体
不
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由
児
施
設
特
別
会
計

３
港
湾
整
備
事
業
特
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会
計

４
証
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特
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会

計

５
管

理
特

別
会

計

６
公
共
用
地
先
行
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事
業
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会
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７
下
水
道
事
業
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会
計

８
地
下
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９
母
子
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福
祉
資
金
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備
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会
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農
業
改
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資
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業
改
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資
金
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岸
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業
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会
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鉄
道
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設
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(第
12
表
)

特
別

会
計

予
算

の
補

正
状

況
(単
位
：
千
円
)



第３ 県債及び一時借入金の現在高の状況について

一 県 債

学校､ 公営住宅等の建設､ 河川､ 港湾､ 漁港等の整備､ 災害復旧等のように一時的に多額の資金を必要

とする事業を行う場合には､ これらの施設等を利用する将来の県民との間で負担の公平化を図り､ 財源を

確保するため､ 県債を充てることが認められています｡

平成14年度上半期における県債の発行額は875億8,007万円で､ 平成14年９月30日における県債の現在高

は､ １兆2,237億486万２千円となっており､ 前年度の９月30日の現在高と比較すると､ 611億3,443万４千

円､ 5.3％の増となっています｡

第５図

県 債 の 目 的 別 構 成 内 訳

(平成14年９月30日現在)
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港湾整備
248億52百万円
(2.0％)

その他
(1.5％)小規模企業者等

設備導入資金
171億15百万円
(1.4％)

特別会計
605億15百万円
(4.9％)

その他
(5.8％)

総 額

１兆2,237億５百万円

(100％)

一般会計
１兆1,631億90百万円

(95.1％)

災害復旧債
137億３百万円
(1.1％)

普通債
１兆787億83百万円

(88.2％)



二 一 時 借 入 金

一時借入金は､ 歳出予算に計上された経費の支出に当たって､ 歳計現金が不足する場合に､ あらかじめ

議会の議決を得た最高限度額の範囲内で一時的に借り入れる金銭です｡ 平成14年度の上半期における借入

状況は､ 次のとおりとなっています｡
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(第13表)

一 時 借 入 金 の 状 況
(単位：千円)

月 別 借 入 額 返 済 額 月 末 残 高

４ 月

５ 月

６ 月

７ 月

８ 月

９ 月

1,626,475,782

3,161,434,655

770,641,619

1,549,541

249,048,386

1,427,367,748

1,590,893,055

3,202,062,755

816,359,244

1,549,541

223,998,091

1,424,083,178

86,345,725

45,717,625

0

0

25,050,295

28,334,865

(注) 毎月の借入額及び返済額は､ それぞれ毎日の借入額及び返済額の累計額です｡



第４ 収入及び支出の状況について

平成14年度上半期における一般会計及び特別会計の月別の収支状況は､ 第14表から第17表までのとおりで

す｡
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区
分

予
算
現
額
Ａ

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

１
県

税

２
地

方
消

費
税

清
算

金

３
地

方
譲

与
税

４
地

方
特

例
交

付
金

５
地

方
交

付
税

６
交
通
安
全
対
策
特
別
交
付
金

７
分

担
金

及
び

負
担

金

８
使

用
料

及
び

手
数

料

９
国

庫
支

出
金

10
財

産
収

入

11
寄

附
金

12
繰

入
金

13
繰

越
金

14
諸

収
入

15
県

債

計
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(第
14
表
)

一
般

会
計

収
入

状
況

(単
位
：
千
円
)
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区
分

予
算
現
額
Ａ

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

１
議

会
費

２
総

務
費

３
民

生
費

４
環

境
保

健
費

５
労

働
費

６
農

林
水

産
業

費

７
商

工
費

８
土

木
費

９
警

察
費

10
教

育
費

11
災

害
復

旧
費

12
公

債
費

13
諸

支
出

金

14
予

備
費

計
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表
)

一
般

会
計

支
出

状
況

(単
位
：
千
円
)
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区
分

予
算
現
額
Ａ

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

１
公

債
費

特
別

会
計

２
肢
体
不
自
由
児
施
設
特
別
会
計

３
港
湾
整
備
事
業
特
別
会
計

４
証

紙
特

別
会

計

５
管

理
特

別
会

計

６
公
共
用
地
先
行
取
得
事
業
特
別
会
計

７
下
水
道
事
業
特
別
会
計

８
地
下
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

９
母
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

10
小
規
模
企
業
者
等
設
備

導
入

資
金

特
別

会
計

11
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計

12
林
業
改
善
資
金
特
別
会
計

13
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計

14
鉄
道
施
設
事
業
特
別
会
計

計
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)

特
別

会
計

収
入

状
況

(単
位
：
千
円
)
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区
分

予
算
現
額
Ａ

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

計
Ｂ

Ａ
－
Ｂ

１
公

債
費

特
別

会
計

２
肢
体
不
自
由
児
施
設
特
別
会
計

３
港
湾
整
備
事
業
特
別
会
計

４
証

紙
特

別
会

計

５
管

理
特

別
会

計

６
公
共
用
地
先
行
取
得
事
業
特
別
会
計

７
下
水
道
事
業
特
別
会
計

８
地
下
駐
車
場
事
業
特
別
会
計

９
母
子
寡
婦
福
祉
資
金
特
別
会
計

10
小
規
模
企
業
者
等
設
備

導
入

資
金

特
別

会
計

11
農
業
改
良
資
金
特
別
会
計

12
林
業
改
善
資
金
特
別
会
計

13
沿
岸
漁
業
改
善
資
金
特
別
会
計

14
鉄
道
施
設
事
業
特
別
会
計
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特
別

会
計

支
出

状
況

(単
位
：
千
円
)



第５ 県有財産の現在高の状況について

平成14年３月末日における県有財産の状況は､ 次のとおりです｡
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(第18表)

県 有 財 産 の 現 在 高
(平成14年３月31日現在)

区 分 単 位 行 政 財 産 普 通 財 産 計

土 地

建 物

山 林 (蓄 積 量)

山 林

船 舶

浮 標

航 空 機

地 上 権

有 価 証 券

出 資 に よ る 権 利

不 動 産 の 信 託 の 受 益 権

㎡

㎡

�

㎡

隻 (総ｔ)

基

機

㎡

円

円
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第６ 公営企業の業務状況について

県が独立採算制を原則とする企業的色彩の強い事業を実施する場合は､ 法令により企業会計を設けて経理

しています｡

現在､ 県には病院事業､ 電気事業､ 工業用水道事業､ 観光施設事業及び駐車場事業の５企業会計がありま

す｡

企業会計には､ 公共の福祉の増進を目的とするとともに企業の経済性を発揮することが要請されており､

その経理の方式も､ 事業活動によって生ずる料金等の収益や人件費､ 物件費その他の諸経費等については

｢収益的収支｣ として､ 施設､ 設備等の整備に関する収支については ｢資本的収支｣ として区分経理し､ ま

た､ すべての収益及び費用をその発生の事実に基づいて経理する発生主義を採用する等の点で､ 一般会計や

特別会計と異なっています｡

なお､ 各企業会計の ｢平成13年度決算の状況｣ において記述している損益計算上の収入及び支出の金額と､

付表 ｢収益的収入及び支出｣ 中の決算額の金額が一致していないのは､ 消費税及び地方消費税によるもので

す｡
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一 青森県病院事業会計

１ 平成13年度決算の状況

当年度の診療実績による延べ患者数は､ 中央病院では入院243,351人､ 外来358,587人で合計601,938人

であり､ つくしが丘病院では入院117,526人､ 外来19,867人で合計137,393人でありました｡

この結果､ 入院における病床利用率は､ 中央病院では91.3％､ つくしが丘病院では92.0％となり､ 外

来の１日平均患者数は､ 中央病院では1,464人､ つくしが丘病院では81人でありました｡

また､ 平均在院日数は､ 中央病院では一般病床22.4日､ 結核病床60.6日､ つくしが丘病院では293.1日

となり､ 病床回転率は､ 中央病院では一般病床16.32回転､ 結核病床6.02回転､ つくしが丘病院では1.25

回転となりました｡

これを前年度と比較しますと､ 延べ患者数は､ 入院では､ 中央病院が3,406人 (1.4％) の減少､ つく

しが丘病院が330人 (0.3％) の減少､ 外来では､ 中央病院が1,068人 (0.3％) の増加､ つくしが丘病院

が2,002人 (9.2％) の減少となり､ 病床利用率は､ 中央病院が1.3ポイントの減少､ つくしが丘病院が0.3

ポイントの減少となり､ 外来の１日平均患者数は､ 中央病院が５人 (0.3％) の増加､ つくしが丘病院

が８人 (9.0％) の減少となり､ また､ 平均在院日数は､ 中央病院では､ 一般病床が1.2日の減少､ 結核

病床が11.8日の減少､ つくしが丘病院では､ 28.6日の増加となり､ 病床回転率は､ 中央病院では一般病

床が0.85ポイントの増加､ 結核病床が0.98ポイントの増加､ つくしが丘病院では0.13ポイントの減少と

なりました｡

一方､ 経営収支の状況をみますと､ 中央病院においては､ 事業収益14,851,133千円､ 事業費用15,835,223

千円となり､ 差引984,090千円の単年度純損失を生じ､ また､ つくしが丘病院においては､ 事業収益

2,264,505千円､ 事業費用2,358,136千円となり､ 差引93,631千円の単年度純損失を生じ､ その結果､ 病院

事業会計としては､ 1,077,721千円の単年度純損失を生じ､ 前年度と比較しますと､ 5,188千円の減少と

なりました｡

次に､ 建設改良の状況についてみますと､ 中央病院では､ 院舎工事及び医療器械等の整備充実を図る

ため､ 1,283,671千円の事業を行い､ つくしが丘病院では､ 院舎工事及び医療器械等の整備充実を図るた

め64,404千円の事業を行いました｡

これらの財源としては､ 企業債及び負担金等を充当しました｡
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区
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額
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額
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額
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分
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支
出

(単
位
：
円
)



２ 平成14年度上半期の概要

� 事業の概要

今期における診療実績は､ 第22表のとおり､ 延べ患者数は､中央病院においては入院117,751人､ 外

来176,676人となり､ つくしが丘病院においては入院56,503人､ 外来10,387人となりました｡

その結果､ 入院における病床利用率は､ 中央病院では88.1％､ つくしが丘病院では88.2％となり､

外来の１日平均患者数は､ 中央病院では1,402人､ つくしが丘病院では82人となりました｡
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区
分

中
央

病
院

つ
く

し
が

丘
病

院

備
考

延
べ

患
者
数

１
日
平
均

患
者
数

病
床
数

病
床

利
用
率

診
療
額

１
人

１
日
平
均

診
療
額

延
べ

患
者
数

１
日
平
均

患
者
数

病
床
数

病
床

利
用
率

診
療
額

１
人

１
日
平
均

診
療
額

入
院

一
般

結
核

精
神

外
来
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(第
22
表
)

診
療

実
績

表

(平
成
14
年
度
上
半
期
分
)
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� 経 理 の 状 況

(第23表)

予 算 収 支 表

(平成14年度上半期分)
(単位：千円)

区 分
予 算 額

収入支出額
Ｂ

未 執 行 額
Ａ－Ｂ当 初 補 正 計 Ａ

(収益的収入)

第１款 中 央 病 院 事 業 収 益

第１項 医 業 収 益

第２項 医 業 外 収 益

第３項 特 別 利 益

第２款 つくしが丘病院事業収益

第１項 医 業 収 益

第２項 医 業 外 収 益

第３項 特 別 利 益

(収益的支出)

第１款 中 央 病 院 事 業 費 用

第１項 医 業 費 用

第２項 医 業 外 費 用

第３項 予 備 費

第２款 つくしが丘病院事業費用

第１項 医 業 費 用

第２項 医 業 外 費 用

第３項 予 備 費

(資本的収入)

第１款 中 央 病 院 資 本 的 収 入

第１項 負 担 金

第２項 企 業 債

第２款 つくしが丘病院資本的収入

第１項 負 担 金

第２項 企 業 債

(資本的支出)

第１款 中 央 病 院 資 本 的 支 出

第１項 建 設 改 良 費

第２項 償 還 金

第２款 つくしが丘病院資本的支出

第１項 建 設 改 良 費

第２項 償 還 金

15,303,203

13,534,037

1,769,166

0

2,268,837

1,649,351

619,486

0

16,306,912

15,712,997

590,915

3,000

2,411,267

2,362,815

47,452

1,000

2,687,544

1,540,544

1,147,000

202,041

190,041

12,000

2,687,544

1,169,608

1,517,936

202,041

17,847

184,194

0

0

0

0

0

0

0

0

△89,916

△89,916

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

15,303,203

13,534,037

1,769,166

0

2,268,837

1,649,351

619,486

0

16,216,996

15,623,081

590,915

3,000

2,411,267

2,362,815

47,452

1,000

2,687,544

1,540,544

1,147,000

202,041

190,041

12,000

2,687,544

1,169,608

1,517,936

202,041

17,847

184,194

7,720,209

6,665,666

1,054,543

0

1,024,233

669,512

354,721

0

7,923,143

7,679,372

243,771

0

1,052,405

1,028,830

23,575

0

765,368

765,368

0

91,839

91,839

0

899,411

145,348

754,063

91,020

0

91,020

7,582,994

6,868,371

714,623

－

1,244,604

979,839

264,765

0

8,293,853

7,943,709

347,144

3,000

1,358,862

1,333,985

23,877

1,000

1,922,176

775,176

1,147,000

110,202

98,202

12,000

1,788,133

1,024,260

763,873

111,021

17,847

93,174

(注) 減価償却費は､ 年間所要額の２分の１を計上しました｡
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青森県病院事業上半期損益計算書

(平成14年４月１日から同年９月30日まで)

上半期損益

収 入 8,744,442千円

支 出 8,975,548千円

当 期 純 損 失 231,106千円

前 期 繰 越 欠 損 金 6,564,660千円

当 期 未 処 理 欠 損 金 6,795,766千円

医業収益
7,335,178千円

収入
8,744,442

千円

支出
8,975,548

千円
医業費用
8,708,202千円

当年度純損失 231,106千円

医業外収益
1,409,264千円

医業外費用
267,346千円
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青森県病院事業貸借対照表

(平成14年９月30日現在)

前期末残高 期 中 増 減 当期末残高

資 産 28,008,659千円 △1,444,020千円 26,564,639千円

負 債 9,857,179千円 △1,225,038千円 8,632,141千円

資 本 18,151,480千円 △218,982千円 17,932,498千円

固定負債
7,600,000

千円 流動負債 1,032,141千円

負債
8,632,141

千円

固定資産
19,518,625千円

資産
26,564,639

千円 資本
17,932,498

千円

資本金
16,322,906千円

流動資産
6,500,213千円繰延勘定 545,801千円

剰余金 1,609,592千円
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借
入

先
病

院
名

発
行
総
額

償
還

高
未
償
還
残
高

前
年
度
末
償
還
高

当
期
償
還
高

累
計
償
還
高

資
金
運
用
部
資
金
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央

病
院
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融
資

資
金

中
央

病
院


�
��
��
��
��
�

�
�

�


��
��
��
��
��

つ
く
し
が
丘
病
院

�

��
��
��
��

�
�

�
�

�
��
��
��
�

郵
便

貯
金

資
金

中
央

病
院

��
��
��
��
��
�

�
�

�
�
��
��
��
��
��

つ
く
し
が
丘
病
院

��
��
��
��
��

�
�

�
�
��
��
��
��
�

簡
易
生
命
保
険
積
立
金

中
央

病
院

��
��
��
��
��
�

�
�

�
�
��
��
��
��
��

政
府

資
金

計
�	
�

��
��
��
��
��

	�
�

��
��

�
��
�

��
��
	�
��
�	
�


�

	
��
��
��
��



��
��
��
��
��
��



公
営
企
業
金
融
公
庫

中
央

病
院

��
��
��
��
��
�

�
�

�
�
��
��
��
��
��

市
中

銀
行

中
央

病
院

��
��
��
��
��
��
�


�
��

�
��
��
�

�	
	�
��
��
��
�

��
��
��
��
��
�

		

�
��
��
��
�

つ
く
し
が
丘
病
院

	�
��
��
��
��

��
��
��
��
��

��
��
��
��
�

��
�

��
��
��

�	
�

��
��
��

合
計

中
央

病
院

�	
��
	�
��
��
��
��

	�
�


�
��
��
�	



�

	�
��
��
��
�


�
��
��
��
��
��
�

��
��
��
��
��
��
�

つ
く
し
が
丘
病
院

��
��
��
��
��
��
�

��
��
��
��
��
		
�

��
��
��
�

��

��
��
��
��
��
��
	

��
��
��
��
��
�

合
計

��
��
��
��
��
��
��

��
��
��
��
��
��
�

	�
��
�	

�
	�



��
��
��
��
	�
��
�

��
	�
��
��
��
��
�

(第
24
表
)

企
業

債
明

細
書

(平
成
14
年
９
月
30
日
現
在
)

(単
位
：
円
)



二 青森県電気事業会計

１ 平成13年度決算の状況

平成13年度は､ 年間目標電力量を41,537,245キロワットアワーと計上しましたが､ 供給実績は43,502,974

キロワットアワーとなり､ 目標電力量を4.7％上回る結果となりました｡ これに伴い､ 電力料金収入も

４億572万７千円となり､ 予算目標電力料金収入４億222万７千円に対し､ 0.9％の増となりました｡

一方､ 経営収支の状況においては､ 事業収益３億8,868万２千円に対し､ 事業費用３億5,049万３千円

となり､ 差引き3,818万９千円の純利益を生じました｡
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区
分

月
別

契
約
電
力
量 Ａ

予
算
計
上
収
入

見
込
電
力
量 Ｂ

供
給
電
力
量 Ｃ

対
比

契
約
電
力
料
金 Ｄ

予
算
計
上

電
力
料
金 Ｅ

実
績
収
入
料
金 Ｆ

対
比

Ｃ
／
Ａ

Ｃ
／
Ｂ

Ｆ
／
Ｄ

Ｆ
／
Ｅ

４
月

５
月

６
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９
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２
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業
務

実
績

区
分

月
別

契
約
電
力
量 Ａ

予
算
計
上
収
入

見
込
電
力
量 Ｂ

供
給
電
力
量 Ｃ

対
比

契
約
電
力
料
金 Ｄ

予
算
計
上

電
力
料
金 Ｅ

実
績
収
入
料
金 Ｆ

対
比

Ｃ
／
Ａ

Ｃ
／
Ｂ

Ｆ
／
Ｄ

Ｆ
／
Ｅ

計
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� �
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目
屋
ダ
ム
管
理
事
務
所
供
給
分
に
つ
い
て
は
下
表
の
と
お
り
で
す
｡

(注
)
(
)
内
の
数
値
は
､
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
抜
き
の
金
額
で
す
｡
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区
分

予
算

額

決
算

額
予
算
額
に
比
べ

決
算
額
の
増
減

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

地
方
公
営
企
業
法
第

24
条
第
３
項
の
規
定

に
よ
る
支
出
額
に
係

る
財
源
充
当
額

合
計

第
１
款
電

気
事

業
収

益

第
１
項
営

業
収

益

第
２
項
財

務
収

益
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３
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営

業
外

収
益
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(第
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表
)

収
益

的
収

入
及

び
支

出
収

入
(単
位
：
円
)

支
出

(単
位
：
円
)

区
分

予
算

額

決
算
額

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
第
２

項
の
規
定

に
よ
る

繰
越
額

不
用
額

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

予
備
費

支
出
額

流
用

増
減
額

地
方
公
営

企
業
法
第

24
条
第
３

項
の
規
定

に
よ
る

支
出
額

小
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
第
２

項
の
規
定

に
よ
る

繰
越
額

合
計

第
１
款
電

気
事

業
費

用

第
１
項
営

業
費

用

第
２
項
財

務
費

用

第
３
項
営

業
外

費
用

第
４
項
予

備
費
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区
分

予
算

額

決
算

額

予
算
額
に
比

べ
決
算
額
の

増
減

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

小
計

地
方
公
営
企
業

法
第
26
条
の
規

定
に
よ
る
繰
越

額
に
係
る
財
源

充
当
額

継
続
費
逓
次
繰

越
額
に
係
る
財

源
充
当
額

合
計

第
１
款
資

本
的

収
入

第
１
項
企

業
債

第
２
項
他

会
計

へ
の

長
期
貸
付
金
返
還
金

第
３
項
補

助
金

��
��
��
��
��

��
��
��
��
��

��
��
��
��
��

��
��
��
��
�

��
��
��
�
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��
��
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� �
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�
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(第
27
表
)

資
本

的
収

入
及

び
支

出

収
入

(単
位
：
円
)

区
分

予
算

額

決
算
額

翌
年
度
繰
越
額

不
用
額

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

流
用

増
減
額

小
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
の
規

定
に
よ
る

繰
越
額

継
続
費

逓
次

繰
越
額

合
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
の
規

定
に
よ
る

繰
越
額

継
続
費

逓
次

繰
越
額
合
計

第
１
款
資

本
的

支
出

第
１
項
建
設
改
良
費

第
２
項
企
業
債
償
還
金

��
��
��
��
��
�

��
��
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��
�
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��
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��
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�
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��
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��
��
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�

��
�

支
出

(単
位
：
円
)

(注
)
資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に
不
足
す
る
額
45
,9
50
,9
53
円
は
､
減
債
積
立
金
13
,5
59
,0
63
円
､
建
設
改
良
積
立
金
18
,2
43
,2
46
円
､
中
小
水
力
発
電
開
発
改
良
積
立
金
9,
46
7,
25
8円
並

び
に
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整
額
4,
68
1,
38
6円
で
補
て
ん
し
ま
し
た
｡



２ 平成14年度上半期の概要

� 事業の概要

今期における発電実績は､ 契約電力量27,496,000キロワットアワーに対し､ 供給電力量は25,718,460

キロワットアワーとなり､ 1,777,540キロワットアワーの減となりました｡ これに伴い､ 電力料金収入

も２億947万１千円となり､ 契約電力料金収入２億1,258万６千円に対し､ 1.5％の減となりました｡
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区
分

月
別

契
約
電
力
量 Ａ

予
算
計
上
収
入

見
込
電
力
量 Ｂ

供
給
電
力
量 Ｃ

対
比

契
約
電
力
料
金 Ｄ

予
算
計
上

電
力
料
金 Ｅ

実
績
収
入
料
金 Ｆ

対
比

Ｃ
／
Ａ

Ｃ
／
Ｂ

Ｆ
／
Ｄ

Ｆ
／
Ｅ

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

計
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(第
28
表
)

岩
木
川
第
一
発
電
所
発
電
実
績

(平
成
14
年
度
上
半
期
分
)
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� � � � � �

���	
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 � � 


������������

�������

区 分
予 算 額 収 入 額支 出 未 執 行 額

当初予算額 補正予算額 計

(収益的収入)

第１款 電 気 事 業 収 益

第１項 営 業 収 益

第２項 財 務 収 益

第３項 営 業 外 収 益

(収益的支出)

第１款 電 気 事 業 費 用

第１項 営 業 費 用

第２項 財 務 費 用

第３項 営 業 外 費 用

第４項 予 備 費

(資本的収入)

第１款 資 本 的 収 入

第１項 企 業 債

第２項 他 会 計 へ の
長 期 貸 付 金 返 還 金

(資本的支出)

第１款 資 本 的 支 出

第１項 建 設 改 良 費

第２項 企 業 債 償 還 金
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(注) 減価償却費は､ 年間所要額の２分の１を計上しました｡
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収
入

支
出

財務収益 0.3％

営業収益 99.7％

■■■■■■■■営業費用 85.8％

当期純利益 12.3％
財務費用 1.9％

� �

���� ����� 	
�� ���
�

� � � �

��
��
����

���������� � � ����� � � �
�����

	
�� ����

青森県電気事業上半期損益計算書

(平成14年４月１日から同年９月30日まで)

� � � �

� � � � �  !���

" # � � �!�
�

$ % & ' ( ))!���

* ���! ��

+,-./01

2 3 � �

� � 2 ( ���!
�)

" # 2 (   �

� � 4 2 (   

* ���! ��

青森県電気事業貸借対照表

(平成14年９月30日現在)

� � � �

� � � � �!���!� �

	 
 � � 
�
! )�

� � 5 * )!���!���

+,-./01

� � � �

� � � � ���! 
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(第30表)

企 業 債 明 細 書

(平成14年９月30日現在)
(単位：円)

種 類 発 行 総 額

償 還 高

未償還残高前 年 度 末
償 還 高 当期償還高 償還高累計

借
入
資
本
金

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

�����������

�����������

��������	


���	���
�

������
�


���
���	�


���	�	��

	��
�	����

����
������

�
���������

合 計 ����������� �������	�� ��	�
���
 ���������� 	���������




三 青森県工業用水道事業会計

１ 平成13年度決算の状況

平成13年度は､ 年間給水予定量122,502,473立方メートルと計上しましたが､ 供給実績は122,487,543立

方メートルとなり､ 給水予定量を0.0％下回る結果となりました｡ これに伴い､ 給水料金収入も９億8,002

万３千円となり､ 予算目標給水料金収入９億8,014万２千円に対し､ 0.0％の減となりました｡

一方､ 経営収支の状況においては､ 事業収益９億3,666万８千円に対し､ 事業費用９億323万１千円と

なり､ 差引き3,343万７千円の純利益を生じました｡
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区
分

月
別

事
業

所
数

基
本
使
用
水
量
Ａ

特
定
使
用
水
量
Ｂ

超
過
使
用
水
量
Ｃ

減
免
使
用
水
量
Ｄ

料
金
対
象

使
用
水
量

Ａ
＋
Ｂ
＋
Ｃ
－
Ｄ

給
水
料
金

備
考

４
月

５
月

６
月

７
月

８
月

９
月

10
月

11
月

12
月

１
月

２
月

３
月
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�

停
電
に
伴
う
給
水
停
止

変
電
所
定
期
点
検
修
繕
工
事
に
伴
う
給
水
停

止

(第
31
表
)

業
務

実
績

(注
)
(
)
内
の
数
値
は
､
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
抜
き
の
金
額
で
す
｡
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区
分

予
算

額

決
算

額
予
算
額
に
比
べ

決
算
額
の
増
減

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

地
方
公
営
企
業
法
第

24
条
第
３
項
の
規
定

に
よ
る
支
出
額
に
係

る
財
源
充
当
額

合
計

第
１
款
工
業
用
水
道
事
業
収
益

第
１
項
営

業
収

益

第
２
項
営

業
外

収
益
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区
分

予
算

額

決
算
額

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
第
２

項
の
規
定

に
よ
る

繰
越
額

不
用
額

当
初
予
算
額
補
正
予
算
額

予
備
費

支
出
額

流
用

増
減
額

地
方
公
営

企
業
法
第

24
条
第
３

項
の
規
定

に
よ
る

支
出
額

小
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
第
２

項
の
規
定

に
よ
る

繰
越
額

合
計

第
１
款
工
業
用
水
道
事
業
費
用

第
１
項
営

業
費

用

第
２
項
営

業
外

費
用

第
３
項
予

備
費
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(第
32
表
)

収
益

的
収

入
及

び
支

出

収
入

(単
位
：
円
)

支
出

(単
位
：
円
)
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支
出

(単
位
：
円
)

区
分

予
算

額

決
算
額

翌
年
度
繰
越
額

不
用
額

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

流
用

増
減
額

小
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
の
規

定
に
よ
る

繰
越
額

継
続
費

逓
次

繰
越
額

合
計

地
方
公
営

企
業
法
第

26
条
の
規

定
に
よ
る

繰
越
額

継
続
費

逓
次

繰
越
額
合
計

第
１
款
資

本
的

支
出

第
１
項
建
設
改
良
費

第
２
項
企
業
債
償
還
金
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２ 平成14年度上半期の概要

� 事業の概要

今期の給水実績は､ 当初予定の給水量61,067,953立方メートルに対し､ 61,067,953立方メートルとな

り､ 給水予定量と同量となりました｡ これに伴い､ 給水料金収入も予算計上給水料金と同額となり､

給水料金収入及び予算計上給水料金収入共に５億282万６千円となりました｡
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(第34表)

給 水 実 績 表

(平成14年度上半期分)

八戸工業用水道

区分

月別
基本使用水量

Ａ
特定使用水量

Ｂ
超過使用水量

Ｃ
減免使用水量

Ｄ
料 金 対 象
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六ケ所工業用水道

区分

月別
基本使用水量

Ａ
特定使用水量

Ｂ
超過使用水量
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Ｄ
料 金 対 象
使 用 水 量
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